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はじめに 
2010年 7月、文部科学省は「学校評価ガイドライン〔平成 22年改訂〕」を公表した。同省ウェブサイト上での
説明によると、今回のガイドラインは、旧版（平成20年1月）の基本構成は変更せず、主に「学校の第三者評価」
に係る内容の追加を行ったものとされる。 
この「学校の第三者評価」(1)は、「学校とその設置者が実施者となり、学校運営に関する外部の専門家を中心とし
た評価者により、自己評価や学校関係者評価の実施状況も踏まえつつ、教育活動その他の学校運営の状況について
専門的視点から行う評価」と定義づけられている。第三者評価は、実施者となる学校と設置者が、（自己評価・学校
関係者評価に加えて）これを行うことが必要と判断した場合に行うもので、現行法令上、実施義務や努力義務は課
されていない。そしてその実施体制としては、①学校関係者評価の評価者のなかに、学校運営に関する外部の専門
家を加える、②中学校区単位等の学校教職員が互いの学校の評価者となる、③学校運営に関する外部の専門家を中
心とする評価チームを編成、といった例示がされ、地域や学校の実情等に応じた柔軟な対応が許容されている。 
以上のように、第三者評価には主として学校運営等に専門性をもつ者の専門的分析や助言により、当該学校の自
己評価・学校関係者評価が効果的に機能しているかを検証することに加え、当該学校の優れた取り組みや課題、改
善方策を明確にすることが、学校教育の水準向上と関わって期待されている。しかしながら、この第三者評価の実
施に向けては、「専門的な視点から行う評価」や評価の実施体制の具体をどのような思想と技術で設計していくか、
実施者（現場）における課題が山積している。 
このような課題の解決に向けては、外部者による評価活動を先行的に実施してきた諸外国の実践に目を向け、そ
の成果や課題から学ぶことは重要であると思われる。例えばアメリカでは、任意団体としての地域協会組織による、
教育専門家（現職・退職の教員・管理職・行政官）の訪問評価に基づく学校の認証評価(accreditation)(2)を一世紀以
上にわたり開発・定着させているが、上述の第三者評価の制度概形を備えるに至った日本にとって参考になる点は
少なくない。 
以上の課題意識から、本稿では、アメリカの地域学校認証評価協会の一つである、ミドルステーツ協会(Middle 
States Association of Colleges and Schools)に着目し、同協会の行う初等・中等学校対象の認証評価の仕組みと特
質について、訪問調査で得られた情報をもとに整理する。 
 
１．アメリカにおける地域別学校認証評価協会 
 アメリカは伝統的に、地方分権化の程度の高さや学校設置・運営の多様性(diversity)を教育制度の特質にもつが、
同国では 19 世紀末頃より中等教育機関の増大と高等教育の発展が同時的に進行する中で、高等教育機関の入学者
選別のための中等教育機関の教育水準の判別が求められるようになった。1900年を前後して、各地の中等教育・高
等教育の関係者は、この課題意識から任意加盟団体としての地域協会組織を形成しはじめ、最終的に全米で6つの
地域学校認証評価協会（New England, Middle States, North Central, Southern, Northwest, Westernの各地域
別）が成立した。 
これらの協会は、設立当初はハイスクールレベルの中等教育機関と高等教育機関の基準(Standards)作成と、その
基準にメンバー校が達しているかを判定する認証評価の開発・実施を活動の主軸としてきた。しかし 1950年代以
降、ミドルスクールや初等学校対象の認証評価が新たに要請されるようになると認証評価協会はこれに対応した。
そして認証評価の対象校種が拡大する中で、協会の活動も認証評価に留まらず学校改善の支援を意識した内容も含
むものに変化してきている(3)。そのような変化が進むなか、2006年に北中部(North Central)と南部(Southern)の初
等中等部門が統合し新団体(AdvancED)が創設されるなど、従来の地域協会間の関係性にも変動が生じつつある。 
以上に述べたアメリカの学校認証評価協会の全体像については、既に一定数の先行研究が紹介しているが(4)、各
協会の行う認証評価の具体的内容に踏み込むものは少なく、特に近年の初等中等学校の認証評価の動向については
解明されていない点が多い。 
 
２．ミドルステーツ協会(MSA)の学校認証評価の事例研究 
(1)MSAの概要と発展経緯 
 前節で述べた課題意識に基づき、以下、アメリカにおける地域学校認証評価協会の事例研究として、相対的に緻
密な認証評価を展開してきたとするミドルステーツ協会を取りあげ検討を加えてみたい(5)。 
 ミドルステーツ協会(Middle States Association of Colleges and Schools, 以下MSAと略)は、中部大西洋岸5州
（デラウェア、メリーランド、ニュージャージー、ニューヨーク、ペンシルバニア）とコロンビア特別区、プエル
トリコ、ヴァージン諸島（ならびに 80 カ国以上の海外学校にも認証評価を実施）を対象地域とする学校認証評価
協会である(6)。MSAは、1887年、近隣地域でのカレッジ財産税課税に反対する学長会議の場で、就学前－高等教
育までの混乱状態が共通理解されたことを背景に設立された。協会の設立時名称はAssociation of the Colleges and 
Secondary Schools of the Middle States and Marylandであり、設立当初の同協会の目的は、①カレッジ進学要件
の基準作成、②進学予備教育を行う学校に求める特性の研究、③カレッジ・学校両者の教科課程充実、④カレッジ・
学校・政府間の関係強化、⑤組織ガバナンスのベストプラクティスの研究と普及に置かれた(7)。 
MSAは、1919年の高等教育コミッション設立時に本格的な認証評価を開始したが、以来認証評価に大きな軸足
を置いて活動してきたことが、協会ウェブサイト等で強調されている。その後 1975年、初等学校段階等の認証評
価への関心の高まりを背景に、協会名を現名称に変更している。なお、現在の同協会の目的としては、教育の卓越
性・効果の基準策定や、学校・大学との共同確立を通じて、教育の質・水準の維持・支援・増進を図ることと掲げ
られている(8)。2010年現在、協会本部は、ペンシルバニア州フィラデルフィア市に置かれており、認証学校数（初
等中等学校）は、2009/2010年度で約3200校(9)（所管地域・海外学校を含めた総数。MSAの場合、独立学校・宗
派学校の割合が公立学校を上回り過半を占める）にのぼる。 
(2)MSAの組織構造 
MSA の組織構造は、理事会のもとに本部事務局・運営委員会及び独立性の高いコミッションが置かれている。
同協会のコミッションは、1919年に高等教育部門(CHE)、1921年に中等教育部門(CSS)が相次いで設置された後、
1978年に初等教育部門(CES)が新設、さらに1984年には初等・中等両部門の架橋組織として、一貫教育の認証評
価に対応する総合部門[Institution-wide]）が設置された。以上の各コミッションは内部組織を整備し（初等学校部
門の場合、構成機関から選出されたコミッショナ 2ー1名の下に管理運営委員会（代表や各下部委員会責任者等で構
成）を置き、さらにメンバーシップと認証、計画開発、指名、財務、総合認証の下部委員会と事務局（職員十数名）
を設置）、公私・国内外の別なく実際の認証評価を実施することとなっている(10)。 
過去MSAでは、初等・中等の両部門は緊密に連携して活動してきたが(11)、1984年の総合部門設置や、2009年
からの「初等・中等部門コミッションズ」呼称の使用など、コミッションの機能連携や統合の動きが顕著である。
その背景としては、MSA はこの数年の間に、一定の学校群を統括する学区等機関や、一貫教育に関わる複数の学
校に対する認証評価、また出生後の早期教育機関に関わる機関の認証評価を開発しており（学区の認証評価は、2010
年現在プロトコルの実験段階）、同協会として以上の多様な教育機関への「ワンストップ型」の認証評価サービスを
確立したいとの意図･戦略がある。 
協会の主たる財源は、認証を受ける学校・機関に納入が義務づけられている年度会費（各機関等の規模に応じて
350-2000ドル）によって賄われ、海外学校等への認証に対する連邦政府補助金などの例外を除き、中央･地方政府
からの財的支援は受けていない。 
図1 MSAの運営構造
注：2010年3月2日の同協会訪問において、初等部門ディレクターより提供された資料
（2010年2月、初等部門新任コミッショナー研修で使用された説明資料）を翻訳したもの。
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図２ MSA初等教育部門(2010年春)のコミッション組織構造
 
(3)MSAによる認証評価の内容と基準 
①認証評価の枠組みと基準 
 MSAの認証評価（本稿では、初等・中等・総合部門に焦点化して論じる）については、「10年一単位」と称され
るサイクルが 1950年代より採用されている。現時点での認証サイクルの基本構成は、「登録・候補校認定」「自己
評価」「訪問チーム評価」「コミッションでの読会と認証」「認証の維持活動」となっている（図３参照）。同協会で
は、学校改善につながる認証評価を実現するとの意思で、「認証評価基準の遵守」(The Standards)、「継続的改善」
(Continuous Improvement)、「約束を果たすこと／質の保障」(Deliver on Promises/ Quality Assurance)の3点が
重視され、これらを認証評価の具体的手続きに投影させている(12)。 
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注：2010年11月4日の協会訪問における初等部門ディレクターによる説明資料の和訳。
図３ MSAの認証サイクル
 
認証評価に用いられる基準は、初等・中等・総合両コミッション（2007年改定版）の場合、基本的に共通の内容
構造（表 1参照）で設定されている。基準は細かく 12領域に分かれ、その各々は、スタンダード主文と無数の指
標(indicators)で構成されている。多くの基準領域では、指標は、メインとなる全学校向け共通指標に加えて、公・
私立学校、幼年教育機関・遠隔教育機関向け指標が別に若干数設けられている(13)。 
 
表1 MSA認証評価基準（初等・中等・総合部門） 
基盤的基準群(Foundational Standards) 
1. 哲学／ミッション(Philosophy/Mission) 指標数：共通5 
2. ガバナンスとリーダーシップ(Governance and Leadership) 私立16・学区等学校20・遠隔教育1 
3. 学校改善計画づくり(School Improvement Planning) 共通8 
4. 財政(Finances) 共通12 
5. 施設(Facilities) 共通6 
6. 学校の風土と組織(School Climate and Organization) 共通19+学区等学校9･早期教育3･遠隔教育1 
運営基準群(Operational Standards) 
7. 健康と安全(Health and Safety) 共通15+早期教育1 
8. 教育プログラム(Educational Program) 共通16+早期教育7･ES2･MS2･SS4･遠隔教育5 
9. 生徒の学習の評価と証拠(Assessment and Evidence of Student Learning)共通15+早期教育1･遠隔教育4 
10. 児童生徒サービス(Student Services) 共通26+遠隔教育5 
11. 生徒の生活・活動(Student Life and Student Activities)共通6+遠隔教育3 
12. 情報資源と技術(Information Resources and Technology）共通11+早期教育2･遠隔教育2 
 
表2 MSA認証評価の基準の詳細（「スタンダード６ 学校の風土と組織」の場合） 
スタンダード： 
 学校の組織構造と風土は、哲学／ミッションとして表出される中核的価値の達成を促進している。学校の風土は、生徒の年齢・発
達段階に適切に即した教育プログラム・サービスの効果的運用を助けている。役割、責任、期待、報告・連絡の関係は明確に定めら
れている。管理・教育・支援それぞれの職員は、質の高い教育的経験を効果的に提供するだけの資格や能力を備えていて、数も十分
である。学校は定期的に職員のパフォーマンス評価を行い、哲学／ミッションで伝えられるような職能開発機会を提供している。職
員間の関係やリーダーシップは、同僚的で協働的である。 
 
全学校向けの指標： 
6.1 学校の成り立ち、組織、風土、リーダーシップは、学校の哲学／ミッションの実現を支援している。 
6.2 位置づけ・資格を備えたリーダーシップが、教育プログラム、生徒サービス、生徒活動についての調整、助言、方向付けを与え
ている。 
6.3 学校の組織図は理に適い明確で、それには責任や報告連絡関係といったレベルまでの職務規定が盛り込まれている。 
6.4 管理・教育・支援それぞれの職員は、教育プログラム、生徒サービス、生徒活動の全てのニーズを満たすための資格や能力を備
えていて、数も十分である。 
6.5 管理職を含む職員は、学歴、レディネス、経験、専門性、学校の成功への関わりに基盤を置いて、職務を割り当てられている。 
6.6 学校は、学校の運営と関わり明文化された人事関連の政策・手続きを運用しており、職員全員に公開している。 
6.7 学校は、適切な補償の決定、相当な作業負担と許容できる労働条件への到達、全教職員の公平・正当な取り扱いについての明文
化された政策と手続きを運用している。 
6.8 学校は、職員の成果を評価するための明文化された政策・手続きを運用している。成果評価は職員の理解のもとに行われ、口頭・
書面で報告される。その結果は、職能開発上の助言提案(recommendations)に用いられている。職員には、自らの評価について議
論し、アピールできる機会が与えられている。 
6.9 職員は、自らの職能開発プログラムの内容について意見を述べる機会が与えられている。 
6.10 学校は、職員による不服・不満申し立ての扱いについて明文化された政策・手続きを運用している。 
6.11 学校は、新しい職員へのオリエンテーションやメンタリングについての明文化された政策・手続きを運用している。 
6.12 学校は、学校が雇用していないサービス供給者を適応させ、彼らが管理・支援を受けるための明文化された政策・手続きを運
用している。 
6.13 職員の職務環境は、同僚性、高い期待、信頼、支援、達成・貢献への称賛を促進している。 
6.14 専門職としての満足感、積極的な意味でのやる気が学校の職員を性格づけている。 
6.15 職員は学校に顕著に関わり、職務に専念し、努力の成果にプライドを持っている。 
6.16 リーダーシップは、職員の専門職団体への関わりを促進する。 
6.17 家庭や地域は、ミッションの促進・財的支援を通じて学校に参加し、誇りを持ち、支援している。 
6.18 職員、生徒、その家庭は学校に安全感を感じている。 
6.19 明文化された生徒綱領が、伝導性のある学習環境づくりを支援している。また、その生徒綱領は生徒・職員・家庭に理解され
ている。綱領は、構成・均質に補強されている。 
 
公立学区・教区・中央オフィスをもつ学校向け指標： 
6.20 学区等(systems of schools)において、理に適い明確に理解された組織図があり、それには責任や報告連絡関係といったレベル
までの職務規定が盛り込まれている。 
6.21 学区等の成り立ち、組織、風土は、学校の哲学／ミッションの実現を支援している。 
6.22 中央オフィスの管理・教育・支援それぞれの職員は、教育プログラム、生徒サービス、生徒活動の全てのニーズを満たすため
の資格や能力を備えていて、数も十分である。 
6.23 中央オフィスの職員は、学歴、レディネス、経験、専門性、学校の成功への関わりについて適格性を持っている。職員は、訓
練と経験に応じて職務を割り当てられる。 
6.24  中央オフィスのリーダーシップと職員は協働し、学校の哲学／ミッションの実現に資する教授・学習の風土をつくっている。 
6.25 （学区等の）組織は、学区等の運営と関わり明文化された人事関連の政策・手続きを運用しており、職員全員に公開している。 
6.26 （学区等の）組織は、適切な補償の決定、相当な作業負担と許容できる労働条件への到達、公平・正当な取り扱いについての
明文化された政策と手続きを運用している。 
6.27 中央オフィスのリーダーシップは、全職員が学区等のレベルでの学習期待と特定の生徒のニーズの双方に対応（適切な時間・
資源の配置で）するための総合的な職能開発プログラムを備えている。 
6.28 中央オフィスのリーダーシップは、職員の専門職団体への関わりを促進する。 
 
早期教育プログラムをもつ学校向け指標：３項目（略） 
 
遠隔教育を提供する学校向けの指標：１項目（略） 
 
 
②セルフ･スタディ(Self Study) 
 認証を申請する学校は、登録・候補校認定ののち 3 年以内に、コミッションが認可した数種類の自己評価･計画
プロトコル(14)の一つを用いて、セルフ･スタディ（Self Study）と呼ばれる自己評価を行い（約1年）、その報告書
を協会に提出する。 
MSA の認証評価では、認証申請校におけるセルフ･スタディが特に重視されている。報告書の作成においては、
上述の認証評価基準とプロトコルに沿って、領域ごとに①児童生徒がどのように伸びていくかのビジョン、②児童
生徒が学校でどのような学びをしているかの実際、③将来の改善計画の三点が記されなければならず、それはテス
ト結果や大学進学率、保護者・児童生徒の意識調査結果など、多角的なデータで根拠付けなければならない（報告
書は 100 頁を超える大部のものとなることが多く、現在ペーパーレス化の方法の研究途上にある）。そのために、
各学校・機関では、セルフ･スタディの手続きを、①校内計画チームやコーディネーターの指名等の「セルフ・スタ
ディ及び認証プロセス概観」、②ミッションや卒業生プロファイル開発・改訂等の「基盤構築」、③「学校・地域の
プロファイル開発」、④生徒パフォーマンスやスタンダード適合状況に照らした改善分野特定と目標設定等の「プラ
イオリティ決定」、⑤計画チームによるアクションプラン委員会・自己評価委員会指名と、アクションプラン委員会
による７年改善プラン開発など「改善プラン開発」のように、丁寧なステップで行っている。MSA 認証評価の場
合、以上の手続きを通じて学校側の訪問評価への準備がなされたとコミッションが判断しない限り、訪問評価には
進めないことになっており、セルフ･スタディに３年近くの期間を要する学校もあるとのことである。 
③訪問チームによる評価(Team Visit) 
認証申請校からのセルフ･スタディ報告書が協会に受理されると、訪問チームによる評価が行われる。MSAの訪
問評価チームは、一校につき5-10人程度で、その大半は現職・元職の教育者より選出されることになっている（認
証を受けた学校の校長の推薦によるものが多く、この推薦を行うこともMSA認証校の義務の一つとされている）。
選出された評価者に対しては、コミッションが評価者研修を実施するほか、協会ウェブサイト等を介して評価者の
職務に関わる資料が提供される。また、評価者には訪問評価にかかる交通費･宿泊費等の経費は支給（申請校の負担）
されるが報酬は支払われず、ボランタリーな仕事と意識されている。 
チームによる申請校への訪問評価は概ね 3.5日で行われ、その日程は当該校の状況により多様であるが、基本的
に①記録の精査、②インタビュー実施、③授業参観、④チームメンバー打ち合わせ、⑤担当部分のチーム報告書提
出が含まれることになっている(15)。この訪問評価プロセスにおいても、2.(3)で挙げた「認証評価基準の遵守」「継
続的改善」「約束を果たすこと／質の保障」の３点が大切にされている。これは特に訪問評価報告書の様式に反映さ
れ、同報告書では申請校の基準適合状況だけでなく、強みを持つ分野や改善を要する点の勧告(recommendation)、
生徒の達成度や組織改善計画に関する分析所見までを丁寧に記述することが要請されている。評価報告書は、最終
的に訪問チームリーダーの責任で取りまとめてコミッションに提出される(16)。 
④認証及び維持活動 
コミッションは、報告書提出 18 ヶ月以内の間に内部組織（前掲図２の認証評価委員会及び諮問小委員会）で読
会を行い、４種の評語で認証行動(accreditation action)を行う。継続申請校向けの認証の評語には、「認証
(Accreditation)」「条件付き認証(Accreditation with Stipulations)」「介入認証(Probationary Accreditation)」「認証
解除(Removal of Accreditation)」があり、初回申請校向けの評語としては、「認証」「期限付き認証(Limited Term 
Accreditation)」「認証延期(Accreditation Postponed)」「否認(Accreditation Denied)」(17)がある。 
認証を受けた場合、有効期間は7年であり、その間認証校には認証評価の維持活動として、①中間時点（10年認
証評価サイクルの5年目）での進捗報告等提出、②中間時点訪問の受入、③進捗報告書の提出、④特別報告書の提
出、⑤年会費の納入、⑥他校への訪問評価者（ボランティア）推薦が各校の状況に対応して課される。この場合、
他校への訪問評価者派遣も、その評価者自身の組織経営や評価力量の重要な機会と意識され、維持活動の枠組みに
含めている点は、同国認証評価の意義を端的に示すもので関心深い。 
(4)協会による学校支援 
MSA（初等学校部門）は、認証評価の質向上や、認証を通じた組織改善を実現する意図から、3名の専門職員（名
称はAgent for Responsibility）を雇用し、申請校へのコンサルタント活動を担わせている。その他にも、コミッシ
ョンは特に近年、申請校及び認証校に対してウェブサイトを介した組織分析ツールや各認証校データベースの提供、
各学校でセルフ・スタディに従事する者への研修機会の提供など、各種の支援を開発・実施している。ただしそれ
らの中には有料のサービスも少なくない。 
 
３．ミドルステーツ協会による初等・中等学校の認証評価の意義と学校・学区の受容 
(1)MSAの学校認証評価の意義 
 以上にMSA初等・中等及び総合部門の学校認証評価の枠組みと手法を見てきたが、その特徴を以下数点で整理
してみたい。 
特徴の第一は、協会が団体としての相対的に強い自律性をもち学校認証評価を行っている点である。その点は、
連邦・州政府から基本的に独立した協会の在り方(18)、当該地域の教育専門職の代表者による組織運営の構造（協会
総体・コミッションの運営組織）、訪問チームによる評価活動のボランタリーな性質、そして各認証校からの年会費
収入を基本とする財政運営の在り方などにみることができる。 
 第二は、学校認証評価にかかる基準(standards)を詳細に開発・明示している点である。MSA
プラクティスに関する独自の研究活動を基盤に、認証評価の前提となる基準を一定周期で開発している(19)。そして
基準の内容･指標については、特に近年、従来のインプットの側面重視のものから、生徒の達成状況や改善に向けた
組織行動などアウトカムの側面に比重を置くものに変化させており、認証評価が求めるポイントを端的に示してい
る。 
 第三は、認証評価のプロセスにおいて、学校のセルフ・スタディ（自己評価）を重視している点である。MSA
の提供する緻密なプロトコルに基づき、各学校は校内外関係者による評価体制を組織化し、データを踏まえて改善
計画を含む報告書を作成することが促される。そうした自己評価を基礎に、訪問評価、認証、認証後の活動（年次
報告書提出等）のサイクルを確実に機能させることが指向されている。 
 そして第四は、認証評価のもう一つの重要な要素としての訪問チームによる評価方法が挙げられる。各協会の訪
問チームの構成員は、教育専門家（現職・退職の教員・管理職・行政官等）とされ、その訪問評価では、同業者に
よる評価（peer review)を相互に行うという形態を採っている。この点は、上の第一点で指摘した協会の自律性、
そして第三点の認証評価サイクルの特質とも密接に関連して、アメリカの認証評価の大きな特徴を形づくっている
ように解される。 
 最後に第五として、MSA は認証評価の実務のみを行うのでなく、情報の提供、専門職員による相談対応や研修
実施などによる学校への支援活動を積極的に企図している点が挙げられる。 
 MSAは、自らの学校の認証評価活動の価値(values)について、前節までに述べた学校の質の保障や継続的改善と
ともに、世界規模での生徒の資格証明、優先順位の明確化、学校コミュニティ内部での対話・参加の促進、学校間・
教職員間の専門職ネットワークの構築、学区内学校間の運営の調整、財団等の補助金獲得の促進など多様な内容を
主張している(20)が、それらは以上5点の特徴より導き出されるものと考えられる。 
(2)公立学校・学区におけるMSA認証評価の実情－ペンシルバニア州のケースから 
 MSA による初等中等学校の学校認証評価は、公立学校や学区の現場ではどのような実態で行われているのか。
ここでは、MSA協会本部のあるペンシルバニア州のケースを取りあげて若干の考察を行っておきたい。 
 2009-2010年度現在ペンシルバニア州内には、500学区及び約 3000校の公立初等中等学校が存在する(21)。これ
に対するMSA認証校数は、正確な把握は難しいものの、協会ウェブサイト上認証校名簿の限りでは(22)約300校（う
ちハイスクール段階が約 220校）であることがわかる。したがって、州内公立校総数との対照で言えば、MSA認
証はまだ趨勢とは言い難い（この傾向は、大学進学の出願要件として認証が求められるハイスクール以外の校種で
顕著）が、ゆるやかに州内に普及している様子をつかむことができる。なお、約20（名簿確認上は21学区）の学
区は、学区内全校でMSA認証を受けているようである。 
 筆者は2010年11月に、MSA認証を受けている州内の学校・学区当局を訪問し、認証評価の有用性について関
係者に意見聴取する機会を得た(23)。これによると、各認証校では、コーディネーターを中心に評価体制（作業チー
ム等）を組織し、多くの教職員が多角的なデータから学校の取組の点検・改善策立案に関わる機会を創り出してい
た。また各認証校・学区関係者との面談においては、認証評価を「自分たちの学校の変化を外部の視点で判断して
もらえる重要な機会」(Susquehanna Township HS副校長)と意味づけたり、その結果を地域コミュニティに対す
るアピール・説明や、州の要求する学区改善計画策定の根拠資料(24)に活用する（Upper Dublin学区教育長）など、
認証評価の幅広い機能を認識し、活用している様子をうかがうことができた。 
ただしその一方、同州は児童生徒（全体・属性別）の州テスト結果・退学率・卒業率で一定水準の達成を各学校
に義務づけるアカウンタビリティ制度を設けていることから(25)、現在、特にエレメンタリー・ミドルスクール段階
の学校に対しては、その水準をクリアする限りは、セルフ・スタディやコミュニティ調査に多くの時間とエネルギ
ーを投入する丁寧な認証評価に、格別の意味を見いだしにくくなっている（率直には撤退も考えつつある）との葛
藤も聞かれた（Upper Dublin学区教育長）。 
 以上のように、認証校・学区の訪問では、認証評価の有効性や現代的課題について関心深い情報が得られたが、
今回は調査対象・内容ともに限定的なものであったため、今後より同協会の認証評価の各学校への受容の実際につ
いてより精緻な調査検証を継続する必要がある。 
 
４．まとめにかえて 
 以上のように、本稿ではアメリカの特徴的な学校評価手法である地域協会による認証評価の仕組みと特徴につい
て、ミドルステーツ協会の取組を中心に解題した。もとより日本・アメリカの学校経営・学校評価の制度概形には
一定の相違があり、本稿でみた評価手法は全面的に日本（初等中等学校）に適用できるものではないだろう。しか
し、冒頭で述べた 2010年版学校評価ガイドラインを念頭に置くと、本稿でみた認証評価は、「（中学校区等の）学
校教職員が互いの学校の評価者となる」第三者評価の方法設計に具体的な示唆を与えるほか、セルフ・スタディの
考え方・手法や学校改善指向の評価プロセスの在りようも、現在及び今後の日本の学校評価の再構築に向けて参考
にできる点は多い。 
 その意味では、アメリカの初等中等学校の認証評価について今後さらに分析を継続し日本への示唆を得ていくこ
とが必要と言える。例えば、本稿で取りあげた MSA（他協会との相対で伝統的・丁寧な認証評価手法を自認）以
外の地域認証評価機関（特に、最近新たな指向での認証評価を進めつつあるAdvancED）も幅広く捉えた考察、あ
るいは学区認証評価など近年の新たな認証評価の取り組みの分析等を通じた同国の学校認証評価のもつ特性・機能
やその今日的変化の様相を解題する作業などが期待されよう(26)。 
 
                                                  
〈注〉 
(1)「学校の第三者評価」は、2006年の学校評価ガイドライン初版策定時に今後日本での研究、検討を進めることが
示され、2008年改訂学校評価ガイドラインでは、学校関係者評価と並ぶ外部評価の手法の一つと位置づけられた
評価手法であるが、これら従前のガイドラインではその詳細までは定められておらず、文部科学省は、試行事業
等や調査研究協力者会議を通じた導入検討を進めてきた。なお、初版ガイドライン策定時には、学校の第三者評
価は「当該学校に直接関係をもたない専門家が学校を客観的に評価する」（初版ガイドラインの説明パンフレット）
評価の方法と説明されており、現在の定義との一定の相違を見ることができる。以上の詳細は、文部科学省ウェ
ブサイトを参照http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/gakko-hyoka/index.htm（最終確認：2010年12月1日）。 
(2) アメリカのaccreditationに対しては、必ずしも統一的な和訳語が用いられている状況ではない。本稿では、学
校 教育法109・110条の大学評価制度の規定を参考に、「認証評価」の語をあてることとした。 
(3)浜田博文「独立機関による『アクレディテーション』と州テストに基づく『改善度』認定」『週刊教育資料』第
990号、2007年、14-15頁、同「アメリカにおける学校認証評価(school accreditation)の仕組みと最近の動向」
『戦略的学校評価システムの開発に関する比較研究』科学研究費補助金報告書（研究代表者：小松郁夫）、2010
年、74-83頁。 
(4)代表的な先行研究として、前掲浜田論文のほか、中留武昭『アメリカの学校評価に関する理論的・実証的研究』
第一法規，1994年、前田早苗『アメリカの大学基準成立史研究』東信堂、2003年、窪田眞二・木岡一明編著『学
校評価のしくみをどう創るか』学陽書房，2004などが挙げられる。 
(5)本稿作成にあたり、2010年3月2日、同年11月2日にMSA協会本部を訪問し、両日ともに初等学校コミッシ
ョン(CES)代表Laird氏、中等学校コミッション(CSS)代表Cram氏への聴き取り調査を行うと共に、関連資料
の提供を受けた。 
(6)内国歳入法(Internal Revenue Code)501章(C)(3)における、慈善･教育活動等を目的に掲げた団体としての性格を
持つ。 
(7)MSAウェブサイト参照http://www.middlestates.org/History.html（最終確認：2010年12月1日） 
                                                                                                                                                                      
(8)同上http://www.middlestates.org/Purpose.html（最終確認：2010年12月1日） 
(9)2010年3月2日の同協会訪問時におけるCES・CSS両代表からの聴き取り。 
(10)MSA(Commission of Secondary Schools) “Policies and Procedures Handbook”, 2003. 
(11)前掲注9の聴き取り。 
(12)MSA(Commission of Elementary Schools)“The Scope of the Work of the Commission”（コミッショナー向け
研修資料）, 2010. 前掲注9の聴き取りでは、10年ほど前より、認証評価の基準での児童生徒の質重視、改善計
画の策定の重視といった、この3点を意識した認証評価の仕組みの転換を進めており、MSA初等・中等・総合
部門の場合、この転換にあたりデミング経営理論を大いに参照したとのことである。 
(13)Middle States Association of Colleges and Schools“Standards for Accreditation for Schools with Accreditation 
Terms and Actions(ver 1.2)”, 2007. 
(14)プロトコルは数種類開発されており、相互に力点が異なる。最新版プロトコルの“Excellence by Design”は、
計画プロセス、学校の文脈、地域プロファイル、生徒達成度プロファイル、組織キャパシティープロファイル、
成長改善の計画の要素で構成される。前掲注12のコミッショナー向け研修資料を参照。 
(15)2010年11月2日訪問時における協会からの配付資料。 
(16)認証申請校・機関は、報告書公表後30日以内に、評価チームの勧告に対する申立をすることができる。申立は、
コミッションのチェックを経て認証ファイルの一部となる。 
(17)“Standards for Accreditation for Schools with Accreditation Terms and Actions(ver 1.2)”, op.cit., pp.33-35. 
(18)政府機関からの財政・運営的な独立関係の維持は、MSAの発足以来の重要な考え方の一つであるが、一方で近
年の全米各州でのNCLB体制形成以後、州当局のアカウンタビリティシステムの中での協会のプレゼンス確立
は課題となりつつあり、初等学校部門コミッションの最近の戦略計画においてもその目標の一つに「2011年まで
に、MSA各コミッションや理事会と、教区・連邦州地方機関との関係を強化し、協会が地域の学校改善推進の
主導者と認知されるようにする」が掲げられるなど、一定の葛藤がうかがえる。MSA(Commission of Elementary 
Schools), “MSCES Strategic Plan 2007-2011”, Sep.2007. 
(19)かつては、各地域認証評価協会間の共同研究で認証評価の基準を作成する動きも見られたが、現在では共同研究
体制は事実上停止しているようである。前掲注3浜田論文。 
(20)前掲注15配付資料。 
(21)州教育省ウェブサイトを参照http://www.portal.state.pa.us/portal/server.pt/community/data_and_statistics/ 
7202（最終確認：2010年12月1日）。なお州内チャータースクール(CS)133校は除いた。 
(22)初等・中等・総合部門の公立学校認証校を、CSを除いた形で検索し概算した（検索日：2010年11月30日）。 
(23)訪問した学区・学校は以下の通り。Upper Dublin学区（2010年11月3日。同学区は所管校全てがMSA認証
校）、Philadelphia学区Bordine High School（同11月4日）、Independence Charter School（同11月5日）、
Susquehanna Township学区 Susquehanna Township High School（同11月7日）。 
(24)この点は、次の学区戦略計画に詳しい。Upper Dublin SD “Academic Standards and Assessment Report”, 
June 2008. 
(25) 州教育省ウェブサイトを参照。http://www.pde.state.pa.us/portal/server.pt/community/bureau_of_assessment 
__accountability/7332（最終確認：2010年12月1日） 
(26)筆者の属する共同研究チーム（研究代表：浜田博文筑波大学教授）では、そうした課題の解決を意図した研究作
業に既に着手している。浜田博文・竺沙知章・山下晃一・大野裕己・照屋翔大「現代アメリカにおける初等中等
学校の認証評価(accreditation)の動向と特徴」日本教育経営学会第50回大会自由研究発表資料。 
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